
◆
移
動
セ
ン
タ
ー
事
業
と
は

　
東
部
エ
リ
ア
に
お
け
る
公
衛
協

活
動
の
支
援
を
強
化
す
る
た
め
、

毎
月
一
回
地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ

ー
の
機
能
を
当
協
会
の
東
部
支
所

に
出
張
さ
せ
る
事
業
で
す
。

　
組
織
の
強
化
と
リ
ー
ダ
ー
育
成

を
ね
ら
い
に
、
市
町
公
衛
協
に
限

ら
ず
、
学
区
や
地
区
公
衛
協
な
ど

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
単
位
の
公
衛
協
支

援
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
内
容
は
月
ご
と
に
異
な
り
、
公

衛
協
活
動
の
概
論
や
脱
温
暖
化
最

新
情
報
に
つ
い
て
学
習
す
る
ほ
か
、

重
点
メ
ニ
ュ
ー
や
ス
ク
ー
ル
キ
ャ

ラ
バ
ン
の
事
業
説
明
な
ど
の
情
報

提
供
や
体
験
交
流
を
行
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
こ
の
場
を
相
談
窓
口
と
し

て
機
能
さ
せ
て
い
ま
す
。

◆
七
月
は
ス
ク
ー
ル
キ
ャ
ラ
バ
ン

事
業

　
情
報
提
供
の
方
法
も
工
夫
し
て

い
ま
す
。
七
月
は
午
前
は
水
辺
教

室
の
体
験
版
を
、
午
後
は
環
境
マ

ッ
プ
づ
く
り
の
体
験
版
を
実
施
し

ま
し
た
。
ね
ら
い
は
、
実
際
の
プ

ロ
グ
ラ
ム
を
体
験
す
る
こ
と
で
、

イ
メ
ー
ジ
を
つ
か
ん
で
も
ら
い
、

各
公
衛
協
で
の
事
業
実
施
の
き
っ

か
け
づ
く
り
で
す
。

　
実
習
と
し
て
、
バ
ッ
ト
の
中
の

生
物
を
同
定
し
て
指
標
生
物
を
基

準
に
し
た
水
質
判
定
と
、
東
部
支

所
の
近
隣
を
探
索
し
て
、
タ
バ
コ

の
ポ
イ
捨
て
マ
ッ
プ
を
作
成
し
ま

し
た
。
参
加
者
は
、
楽
し
み
な
が
ら
、

事
業
の
イ
メ
ー
ジ
を
掴
む
た
め
に

積
極
的
に
意
見
を
交
換
し
、
交
流

を
深
め
て
い
ま
し
た
。

　
今
後
も
移
動
セ
ン
タ
ー
事
業
は
、

公
衛
協
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
事
業

を
展
開
し
て
い
き
ま
す
。

（
地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
）

◆ 一般ごみ量11年前の水準　前年度比で1.3％
減06年度
　環境省が行った調査によると、2006年度の家庭
ごみなど一般廃棄物の総排出量が前年度比 1.3％
減の 5,202 万㌧で、11年前の 1995 年度とほぼ同
水準となったことが分かった。総排出量のうち、
資源として再利用した量は前年度比 1.8％増の

1,021万㌧で、リサイクル率は19.6％。量、率とも過去最高を更新した。
　総排出量は 00 年の
5,483 万㌧をピークに
03年度を除いて年々減
少しており、環境省は
12年度に５千万㌧にす
る計画を掲げているため、
「この傾向が続けば達成
できる」としている。
　１人１日当たりのご
み排出量は、前年度比
1.4％減の 1,115 ㌘で、
市町村で最も少ないの
は人口10万人未満では
奈良県野迫川村(138.8㌘）、
10 万人以上 50 万人未
満では沖縄県うるま市
(755.1 ㌘ )。50万人以
上では松山市(908.7㌘)
が最も少なく、広島市(969.6㌘ )が 3位に入った。
　一般廃棄物の最終処分場の残り容量は1億 2,884立方㍍で前年度比3.1％減だ
が、満杯になるまでの残り年数は、リサイクルが進むことで05年度の14.8年よ
り延びて15.5年となった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６／４）
◆ 温暖化の家計負担増　許せるのは ｢月500円以上1,000円未満」24％
　内閣府が行った地球温暖化対策に関する世論調査の結果によると、省エネ家
電への買い替えや温暖化対策に伴う電力料金引き上げなどの家計負担について ｢月
500円以上1,000円未満なら増えてもよい｣と答えた人の割合が24.4％で最も多
かったことが分かった。
　次いで ｢月 500円未満｣ が 21.8％で、「月 5,000円以上増えてもよい」との回
答も4.0％あった。一方、17.0％が ｢全く負担したくない｣と答えた。
　また、温暖化ガスの排出が少ない社会を示した政府の標語 ｢低炭素社会｣ とい
う言葉を ｢知っている｣とした人は32.7％にとどまった。　　　　　　（７／４）
◆ 認知症2035年に2.2倍　首都圏で急増
　厚生労働省研究班が出した推計によると、全国の認知症高齢者の人数は05年
の約205万人から、2035年には2.2倍にあたる約445万人となるとの見通しであ
ることが分かった。
　推計では団塊の世代がすべて 65歳以上となる 2015年時点ですでに、05年の
1.5倍の約302万人に上り、主な増加要因は高齢化という。
　ただ、算定に使った80年代調査は当時の知見から、認知症とされた人はアル
ツハイマー型や脳卒中後の重症患者に限られていた。その後、診断技術が向上
したほか、認知症の原因となる別の病気がみつかり、診断基準が明確になって
いる。これらを考慮すると、今回の推計より患者数は増える可能性がある。また、
現在は認知症に進む前段階の診断・治療もできるため、対応が必要な高齢者は
さらに増えそうだ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７／６）
◆ 生鮮野菜輸入　過去10年間で最少　根強い中国産不信
　財務省がまとめた貿易統計によると、今年の上半期の生鮮野菜の輸入量が30
万㌧台前半にとどまることが分かった。輸入の６割を占める中国産を敬遠する
動きが止まらず、1995年に生鮮野菜輸入が恒常化して以降最も少ない水準にな
る。
　５月までの生鮮野菜の輸入量は27万 4,000トンで、過去10年で最も少なかっ
た昨年上半期をさらに 21％も下回った。６月の輸入量が仮に昨年並みの５万
7,000㌧台としても、上半期の輸入量は 33万 1,000㌧で、スーパーなどによる
開発輸入が本格化した95年以降で、最も少なくなる見通しだ。
　原因は中国産で、１月末に発覚した中国製冷凍ギョーザ中毒事件を契機に、
家庭の消費ばかりでなく、業務加工筋も中国産の仕入れを控えたことが影響した。

（７／９）
◆ コメ消費16万㌧増　食品高騰で割安感
　農林水産省が発表したコメ消費量の速報値が、前年同期比16万㌧増の853万
㌧になったことが分かった。コメ消費はこれまで長期的な低落傾向を示しており、
前年実績を上回るのは３年ぶりとなる。小麦製品を中心とした食品の高騰でコ
メに割安感が出ているためとみられる。自給率が98％と高いコメの消費拡大は、
39％に落ち込んだ日本の食糧自給率回復に寄与する可能性もある。
　総務省の家計調査では、２人以上の世帯のコメの購入量は今年１～５月の５
カ月連続で前年同月を上回った。背景には政府が半年ごとに見直す製粉業者へ
の小麦売り渡し価格を、昨年４月以降３期連続で値上げしていることがある。

（７／１７）

　
平
成
二
十
年
度
の
第
一
回
地
区

衛
生
組
織
代
表
者
会
議
定
例
会
な

ら
び
に
地
区
衛
生
組
織
活
動
資
金

募
集
委
員
会
が
六
月
二
十
五
日
、

広
島
県
公
衆
衛
生
会
館
で
開
催
さ

れ
た
。

　
定
例
会
は
、
公
衛
協
活
動
の
展

開
策
や
組
織
づ
く
り
な
ど
に
つ
い

て
協
議
す
る
こ
と
を
目
的
に
設
置

さ
れ
て
い
る
。
今
回
は
、
平
成
十

九
年
度
の
事
業
報
告
お
よ
び
決
算

報
告
、
ま
た
今
年
度
の
事
業
の
中

間
報
告
を
行
い
、
祭
り
の
ご
み
ダ

イ
エ
ッ
ト
作
戦
、
ア
ド
プ
ト
Ｎ
Ｅ

Ｔ
ひ
ろ
し
ま
、
食
の
チ
ェ
ッ
ク
事

業
な
ど
、
全
県
共
通
事
業
重
点
メ

ニ
ュ
ー
の
今
年
度
の
実
施
状
況
を

確
認
し
た
。
ま
た
、
今
年
度
の
新

規
事
業
で
あ
る
「
地
域
活
動
支
援

基
金
活
用
事
業
」
に
関
し
て
事
務

局
よ
り
説
明
し
、
現
在
の
進
捗
状

況
に
つ
い
て
報
告
を
行
っ
た
。

　
全
県
共
通
事
業
重
点
メ
ニ
ュ
ー

お
よ
び
基
金
活
用
事
業
の
進
め
方

に
つ
い
て
は
、
八
月
二
十
七
日
に

開
催
さ
れ
る
第
一
回
代
表
者
会
議

専
門
部
会
で
詳
し
く
議
論
さ
れ
る
。

　
続
い
て
、
募
金
委
員
会
が
行
わ

れ
た
。
募
金
委
員
会
は
、
地
区
衛

生
組
織
活
動
資
金
募
集
（
通
称
：

健
康
感
謝
募
金
）
を
円
滑
か
つ
公

正
に
実
施
す
る
こ
と
を
目
的
に
設

置
さ
れ
て
い
る
。
今
回
は
、
平
成

十
九
年
度
の
実
績
報
告
を
行
い
、

平
成
二
十
年
度
の
事
業
に
つ
い
て

説
明
し
た
。


